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私立高等学校生の授業料負担軽減制度  
 

○国の「高等学校等就学支援金」と道の「私立高等学校授業料軽減補助制度」を組
　み合わせて、授業料等の負担軽減を行っています。  
○令和８年度から、「高等学校等就学支援金」に設けられていた所得制限がなくな
　り、これまで支援の対象ではなかった生徒に対しても、幅広く支援を行うことが
　できるようになりました。

 
１　高等学校等就学支援金 
　　授業料に充てるための就学支援金を支給することにより、高等学校等における教育
　に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の実質的な機会均等に寄与することを目
　的とする国の制度です。 
　　なお、令和８年度から所得の制限がなくなりましたが、国籍の条件などが新たに設

 　けられることとなりました。

支給対象者           支給上限額（月額）        

 対象校種（高等学校、特別支援学校高等部など）に在学             
  し、日本国内に住所を有する者のうち、

  ①～⑦のいずれかに該当する者
  ３８，１００円（上限）

 ①日本国籍を有する者、②特別永住者、③永住者、④日
 　本人の配偶者等、⑤定住者のうち将来永住する意思が ※全日制高校（定額制授業料）の場合

　あると認められた者、⑥定住者のうち将来永住する意       
　思があると認められた者、⑦家族滞在のうち日本で出
　生、又は小学校卒業までに来日し、小学校及び中学校
　を卒業した者であって、高校等卒業後、日本で就労し
　て定着する意思があると認められた者

  ※支給の対象は、授業料のみ                                                                  
           

　※新たに設けられた国籍や在留資格による要件に伴い、就学支援金の対象から外れる
　こととなった生徒については、令和８年度に新設された「北海道高校生等・新修学支

 　援事業」の対象となる場合があります。
 
 
 
 
２　私立高等学校授業料軽減補助金 
 
　　経済的理由により修学が困難な生徒の授業料等を学校が軽減したときに、道が学　
　校に対して補助する制度です。 

支給対象者           支給上限額（月額）         

対象校（高等学校（通信制を除く）、特別支援学校高等部、  
  専修学校高等課程）に在学する生徒のうち、 ２，０００円（上限）

算定基準額が154,500円未満の世帯の者

  ※算定基準額＝市町村民税の課税標準額×６％－市町村民税の調整控除の額
 
 ※支給の対象は、授業料のほか、学則により毎月又は毎年納付すべきこととされている
 その他納付金 
 


